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抄録
目的：被虐児童や親・家族の自己解決能力を高め、児童虐待予防に資する「見守り」を実現するための具体的な要件及び方法を明らかにする。
方法：典型的な4事例を比較し、「見守り」要件及び方法の実効性を検証した。
結果：
１　児童相談所は虐待の発生予防と早期発見段階での予防効果を期する「見守り」は困難な場合がある。従来の方法では、目につきやすい身体的、教育・保健・医療・重度の栄養・放棄等のネグレクトの場合は状況の変化に気付きやすいが、気付くのは虐待行為が起きた後である。外見で見えにくい心理的、性的虐待はかなり状況が悪化するまで変化を掴むことは困難である。
２　虐待の予防効果を期待する「見守り」実現には、第一に、被虐待児童自身や親や家族等当事者が自分のことを気にしてくれる支援者がいることを自覚していることが大切である。第二に、特に子ども自身が年齢に応じた助けを求める方法を知っている必要がある。第三に、虐待回避時に取るべき具体的行動を支援側と当事者が了解できていることが不可欠である。
３　再発予防には、どのような時に誰が何をしてくれるのかを当事者が理解できる支援が必須である。それには当事者の自己解決能力向上が重要である。そのためには、支援者側が、今起きている問題が当事者の人生でどのような意味を持つのかという視点を持つ必要がある。
結論：

　児童虐待における児童相談所の「見守り」とは、当事者が虐待行為の再発回避方法を理解した上で実際に行動でき、有機的に組み合わされた公・共・私の機関や支援者が当事者からの発信を受けて再発防止を実現できる支援体制を構築する事である。
考察：限界と可能性の追求
「見守り」は、SBS、MSBP等の特殊な虐待や性的虐待、親等の精神疾患等による突発的な虐待行為には限界がある。通常は「見守り」効果は再発予防場面で期待できる。発生予防、早期発見段階における、状況の推移の様子見ではない、心配があった段階での積極的介入と連続した支援により、「見守り」効果はより高まる。この点に関しては、医学保健分野では既に予後を推測し、予防的措置を講じる点では一日の長がある。児童相談所は、保健分野の人々の児童相談所の機能と限界のさらなる理解と協力を得た上で、虐待の発生予防のためのより一層の相互連携強化を実現する支援体制を構築する事が課題である。
＊本稿は、平成19年度東京都福祉保健医療学会で報告した「いわゆる『見守り』について1」をさらに分析を進めた第二段階としての位置づけがある。
